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Ⅰ はじめに 

 

企業の国際競争の激化や労働市場の成熟化といった外部環境の変化を受けて、1990 年代

以降、日本企業は新たな雇用制度を模索してきた。雇用制度の変更は大きく 2 つの領域か

らなる（Morishima, 1996）。１つ目は、評価処遇制度の変更である。1990 年代以降、日本企

業は成果主義人事制度の導入を検討し、2000 年前後には多くの大企業に普及するに至った

（産業能率大学総合研究所, 2003）。2 つ目は、雇用形態のバリエーションの変化である。2002

年の「就業構造基本調査」によれば、被雇用者全体に占める非典型労働者の割合は、1997

年に比べて大幅に増加している。また、2003 年の労働者派遣法改正をはじめ、労働市場法

規制の緩和によって、コア人材に関しては長期内部育成を維持しながら、他方でそれ以外

の人材を市場から調達するという群別管理が進行している（平野, 2006; 江夏, 2011）。  

このような雇用制度の変化の結果、日本企業の多くの従業員が、組織による心理的契約 

（psychological contracts）の不履行を知覚しており、そのことが従業員の組織へのコミット

メントや信頼の低下と、離職意図の増加をもたらしていることが報告されている（Hattori, 

2010; 服部, 2011）。さらに、こうした心理的契約不履行が、従業員の自律的なキャリア志向

（鈴木, 2007）や働き方の個別化（守島, 2002）と相まって、2011 年現在の日本では、正規

従業員の離職の割合が増加しており、多くの日本企業にとって、人材の流動化への対応が

避けられない課題となっている（日本労働政策研究・研修機構, 2004）。 

そうした中で近年、流動化する人材をつなぎとめ、より高い成果をもたらすための手段 

として経営理念への注目が集まっている（田中, 2006; 高尾・王, 2011; 横川, 2010）。経営理

念については、1980 年代以降、組織文化論の文脈において、日米欧を問わず活発な議論が

展開されてきたが（Ouchi, 1981; Peters and Waterman, 1982; 伊藤, 1997; 加護野, 1997）、その

効果に関するミクロレベルの実証研究の蓄積は少ない（高尾・王, 2011）。また、現在日本企

業において発生している心理的契約の不履行と、経営理念との関係について検討した研究

はみられない。そこで本研究では、組織側による心理的契約の不履行が発生している今日

の状況において、経営理念がどのような意味を持つのかということを検討する。具体的に

は、組織側による契約の不履行と社員の離職意図との関係に対して、経営理念の浸透がも
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たらす調整効果に注目する。 

 

Ⅱ 先行研究のレビュー 

 

１ 心理的契約の概念 

Rousseau（1989）によれば、心理的契約とは、「当該個人と他者との間の互恵的な交換に

おいて合意された項目や状態に関する個人の信念」（p. 123）をさす。この定義によれば、

心理的契約とは、組織と従業員とがお互いに何を与え合うかという相互期待に関する従業

員側の知覚であり、それが組織側にも共有されている必要は無い。いわば従業員の思い込

みという側面がある（金井・守島・高橋, 2002）。ただ、そうした思い込みにもかかわらず、

それがあたかも法的に履行を担保された契約であるかのように組織と個人の行動を拘束す

るという点が、心理的契約の特徴である。Rousseau の研究以降、欧米を中心に多くの経験

的研究が蓄積されているし、日本においても近年、心理的契約の概念を用いた実証研究が

蓄積されつつある（Hattori, 2010; 服部, 2011）。 

 Rousseau（1995）は、法学者の Macneil（1985）の枠組みを援用しつつ、心理的契約内容

を「取引的契約（transactional contract）」と「関係的契約（relational contract）」の二種類に分

類している。Rousseau によれば、取引的契約とは、経済的な側面に主眼をおき、短期的に

更新される契約である。例えば、労働市場での自由な移動を前提に、短期的な利益最大化

を目指して行動する、非正規従業員と雇用組織との契約は、取引的契約の典型である。取

引的契約の対極に位置するのが、関係的契約である。これは、経済的側面だけでなく、社

会心理的側面までを含む包括的な契約であり、長期安定的な性格をもつ。長期雇用を前提

に、両者の利益を長期的にバランスさせる、日本企業の正社員と雇用組織との契約は、関

係的契約の典型とされる（蔡, 2002）。このような二分類を経験的に支持する結果が、すで

に複数報告されている（Millward and Cropley, 2003; Raja and Ntalianis, 2004; Cuyper and Witte, 

2006; 服部, 2011）。 

 

２ 日本企業と心理的契約 

欧米の研究者によって提唱されたものでありながら、心理的契約は、2 つの意味で日本企 

業の雇用関係と密接にかかわっている。 

1 つ目は、日本企業の雇用制度が心理的契約によって支えられてきたということである。 

Abegglen（1958）は『日本の経営』の中で、日本企業の特徴が福利厚生といった具体的な雇

用制度ではなく、雇用主と従業員の終身の関わり合いにあるとし、それを「life time 

commitment（邦訳; 終身雇用）」と呼んだ（加護野, 2010）。組織側は、極端な状況にならな

い限り従業員を解雇せず、従業員側もまた、容易に他の企業に移ることはしない。そして、

そのことがお互いの義務と権利として共有されていることに、日本企業の特徴があるとし

た。同様の指摘は、土屋（1978）によってもなされている。土屋（1978）は、日本的経営
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の特徴を、福利厚生のような具体的な制度ではなく、個と全体の高い信頼関係に求め、そ

うした集団が形成される過程について議論している。いずれも、日本企業が、組織と個人

の関係的契約を企業経営の基底としてきたという指摘である。 

2 つ目は、今日の雇用制度の変化が、これまで維持されてきた関係的契約の不履行・変更

を意味する可能性があるためである。蔡（2002）が指摘するように、人事考課や処遇、採

用といった雇用制度は、組織が従業員との間にどのような関わり合いを持とうとしている

のかを伝達する役割を果たす。従業員は、雇用制度の意味を解釈することで、自分と組織

との間にどのような心理的契約が成立しているのかを理解する。いったん心理的契約が成

立すると、従業員は、それを自明の事実として認識し、それと矛盾するような変化に対し

ては抵抗を示すようになる（Rousseau, 1995）。したがって、従業員の立場からすれば、近年

の雇用制度の変化が、既存の関係的契約の不履行として経験されているかもしれないので

ある（金井・守島・高橋, 2002）。実際、冒頭に述べたような制度面での変化の結果、日本

企業の多くの従業員が、組織側による契約の不履行を経験していることがわかっている

（Hattori, 2010; 服部, 2011）。 

 

３ 契約不履行の影響 

Conway and Briner（2005）によれば、Rousseau（1989）以降の研究者の主たる関心は、上

記のような組織側による心理的契約の不履行が従業員の態度・行動に対して与える影響に

ついてであった。組織による契約不履行は避けるべきであるということを前提に、そうし

た不履行のマイナスの効果に関する研究がなされてきたのである。ここで心理的契約の不

履行とは、「一方の当事者が約束された義務を果たし損ねたという、他方の当事者による知

覚」（Robinson and Rousseau, 1994, p. 247）をさす。先行研究の関心はそれぞれ微妙に異なる

が、そこでは一貫して、組織による不履行が従業員の組織コミットメントや信頼、職務満

足、組織市民行動などを低下させ、離職意図や離職率を高めるということが報告されてい

る（Conway & Briner, 2005; Zhao, Wayne, Glibkowski 他, 2007; 服部, 2011）。 

 近年では、さらに進んで、組織による契約不履行と従業員の態度・行動の直接の関係で

はなく、そうした関係を調整・仲介する要因の探求が行われている（服部, 2011）。Robinson 

and Morrison（1997）にれば、組織側による契約不履行の不履行を知覚したとき、従業員は、

それがなぜ発生したのか、その意味をまず解釈しようとする。例えば、組織が不履行をし

た場合であっても、その手続きが公正であると従業員が判断した場合、また不履行がやむ

を得ず発生したと判断された場合には、それが従業員の感情的な反発へとつながりにくい

ことがわかっている（Robinson and Morrison, 2000）。このように近年の研究者は、契約不履

行をある程度のやむをえないことだとしたうえで、それが発生した場合の影響を軽減する

条件の探求へと、研究関心をシフトさせているのである（服部, 2011）。こうした流れを受け

て、本研究では、契約不履行の影響を軽減する経営理念の役割に注目したい。 
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４ 経営理念への「再」注目 

冒頭で述べたような日本企業における雇用制度の変更と、それにともなう心理的契約不 

履行の発生しているなかで、従業員の流動化を抑えつつ、高い成果を生み出す手段として、

近年、経営理念への注目が集まっている（田中, 2006; 横川, 2010; 高尾・王, 2011）。 

日米欧を問わず、経営学における経営理念に関する研究の歴史は長い。欧米においては、

1980 年代に組織文化論の文脈において、組織文化の共有と伝承をうながす重要な手段とし

て経営理念への注目が集まった（Ouchi, 1981; Peters and Waterman. 1982; Schein, 1985; Collins 

and Porras, 1994）。また、1980 年代後半になると、いわゆるコーポレート・アイデンティテ

ィ（CI）の導入へと注目が集まるなかで、その一環として経営理念の修正を行う動きが盛

んになった（伊藤, 1993）。これに対して日本においては、1960 年代にはすでに、土橋（2002）

や竹中・宮本（1979）によって、日本企業の経営理念に関する歴史的研究がスタートして

いるし、1980 年代以降は、欧米同様、組織文化論の文脈で経営理念の議論が行われてきた

（Ouchi, 1981; 伊藤, 1997; 加護野, 1997）。近年では、日本企業のグローバル化や企業の不

祥事をうけて、人材の流動化に対処しつつ、企業の外部環境への適応を促進する手段とし

て、再び経営理念に対する注目が集まっている（田中, 2006; 横川, 2010）。 

 

５ 経営理念の定義と内容 

 北居・松田（2004）によれば、経営理念とは「公表された個人の信念、信条そのもの、

もしくはそれが組織に根付いて、組織の基づく価値観として明文化されたもの」（p. 94）を

さす。この定義によれば、経営理念は、もともとは経営者や創業者といった具体的な個人

の信念や信念であったものが、明文化され公表され、組織的および社会的に共有されたも

のである。またこうした経営理念は、単なるお題目ではなく、それが経営者や組織そして

従業員の行動規範・活動指針となる価値観を反映したものでなくてはならない（鳥羽・浅

野, 1984）。 

 このように一般的に定義はできるものの、実際の経営理念の内容は実に多様である。鳥

羽・浅野（1984）によれば、実際に企業において公表される経営理念は、企業内外の人々

に対する拘束性という観点から、「自戒型」「規範型」「方針型」の３つに分類できる。1 つ

目の自戒型とは、経営者自身の行動上の自戒および後進の経営者に対する訓えという目的

を持つものである。経営者自身の言動を、主として倫理的・道徳的な側面において拘束す

ることにその特徴がある。2 つ目の規範型とは、「企業内部での社員統率用、あるいは内部

管理・内部統制用的性格の強いもの」（p. 38）である。従業員に対して、社内標語や社内報

などを通じて経営理念を繰り返し提示し、それを業務遂行上の指針として徹底させていく

場合などは、規範型の経営理念の色合いが濃いといえる。3 つ目の方針型とは、企業が直面

している問題・課題や目指すべき目標について、社内だけでなく社会一般に対して訴える

意図を強く持ったものをさす。自戒型が経営者自身、規範型が従業員を対象としているの

に対して、これは社内の従業員に加えて、社外の利害関係者を対象とする。ただ、「対外的
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効果を第一義的に考えるものであるが、それが同時に組織の基本方向や戦略的使命を示し

ていることから、同時に社内的にも指導性・拘束性をもつ」（p. 39）ことに、方針型の特徴

がある。 

 日本企業を対象としたこれまでの調査によって、経営理念の内容が、自戒型から規範型、

そして方針型へと変遷してきたことがわかっている（横川, 2010）。例えば、鳥羽・浅野（1984）

によれば、1960 年代以前の日本企業においては、主として経営者の行動指針となることを

意図した自戒型の経営理念が多かった。この時期は「社会」「奉仕」「誠実」といった倫理

的・道徳的なキーワードが、日本企業の経営理念を彩っていた。これに対して、1982 年の

調査では、従業員を対象に「和」「誠実」「努力」の重要性を強調した、規範型の経営理念

が上位を占めていた（間, 1984）。さらに 2004 年になると、「従業員の団結・和」「従業員の

尊重」とともに、「株主」「顧客」といった外部ステークホルダーとの関係にかかわるキー

ワードが多く登場している（社会経済生産性本部, 2004）1。具体的な内容については、企業

ごとにかなりのバラエティがみられるが、近年の日本企業における経営理念は、市場競争

力を通じた株主価値と顧客満足の向上を強調する点、そして自社の従業員だけでなく、株

主や顧客に対する対外的な効果を意識したものであるという点で共通している。本研究で

は、鳥羽・浅野（1984）のいう方針型の経営理念の中でも、とりわけ外部ステークホルダ

ーとの関係を重視したこのような経営理念を、「ステークホルダー型」経営理念と呼ぶこと

とする。 

 

６ 経営理念浸透の成果 

すでに述べたように、経営理念の重要性を指摘する研究は、日米欧を問わず、すでに多

く存在するが、経営理念に関する実証研究は、主として日本の研究者によって進められて

きた（伊藤, 1993; 金井・松岡・藤本, 1997;松岡, 1997; 金井・鈴木・松岡, 1998; 野林・浅川, 

2001; 北居・松田, 2004; 田中, 2006; 松葉, 2008）。 

日本において経営理念へと注目が集まった理由は、それが企業活動にとって重要な 2 つ

の機能を果たすと考えられてきたためである（北居・松田, 2004; 田中, 2006; 横川, 2010）。

1 つ目は、外部適応機能である（北居・松田, 2004; 田中, 2006）。これは企業の対外的な関

係に関わる機能であり、企業が社会に対して自己の正当性や存在意義を示し、環境への適

応を可能にすることに注目したものである。2 つ目は、内部統合機能である（北居・松田, 2004; 

田中, 2006）。外部適応機能とは対照的に、これは企業内部に関わる機能であり、従業員を

統率し、仕事行動の動機付けを高め、組織としての一体感を醸成する機能がそれである 2。 

こうした機能の存在を確認するために、近年では日本の研究者を中心に、経営理念の浸

透とその効果に関する研究へと注目が集まっている（野林・浅川, 2001; 北居・松田, 2004; 渡

辺・岡田・樫尾, 2005）。そこで以下では、日本の研究者による研究蓄積を概観する。 

北居・田中（2009）は、経営理念の浸透を内面化と定着化の 2 つに分類している。内面

化とは、経営理念が従業員個人の内面にどの程度浸透しているかということに関わるのに
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対して、定着化はそれがマネジメントや製品、あるいは組織内の制度どの程度反映されて

いるかということに関わる。実証研究の結果、こうしたレベルでの経営理念の浸透が、職

務満足や組織コミットメントに対してプラスの影響を与えていることが確認されている。

これに対して、北居・松田（2004）は、経営理念を浸透させる方法に注目している。北居・

松田（2004）は、Schein（1985）に基づき、経営理念の浸透メカニズムを一次的メカニズム

と二次的メカニズムの 2 つに分類したうえで、それぞれのメカニズムと様々な成果との関

係を分析している。その結果、リーダーの言動や新人研修のような行為的シンボルを通じ

た浸透策（一次的メカニズム）を用いている企業は、言語的物質的シンボルを通じた浸透

策（二次的メカニズム）を用いている企業よりも、競争環境に適応しており、また人的資

源に対してもプラスの影響があることが確認された。 

このような結果が報告されている一方で、経営理念の機能に関して否定的な結果を報告

する研究もいくつか存在する。伊藤（1993）は、経営理念の内容を 4 つのタイプに分類し

（ステークホルダー重視型、経営資源主導型、普遍的価値型、市場主導型）、それらが企業

の財務的成果に対してどのような影響を与えているか、検討している。その結果、経営理

念の内容と企業の財務的成果との間には、直接的な関係が見られないことが確認された。

同じよう報告が、渡辺・岡田・樫尾（2005）によってなされている。渡辺らは、企業によ

る経営理念浸透策と理念の浸透度とが、企業の業績に対して与える影響に注目した。社会

人大学院生へのアンケート調査の結果、経営理念を共有するための施策の存在は企業業績

を高めるように作用するのに対して、理念の浸透そのものは業績に対して直接の影響を与

えてはいないことがわかった。 

このように、経営理念の浸透に関する実証研究の結果は一貫していない。その 1 つの理

由として、先行研究の多くが、企業を調査単位としたマクロレベルの調査を行ってきたこ

とがあげられる（伊藤, 1993; 野林・浅川, 2001; 北居・松田, 2004; 渡辺・岡田・樫尾, 2005）
3)。マクロレベルの研究では、調査サンプルに複数の企業が含まれることになるが、その場

合、経営理念の内容もまた、企業の数だけ存在することになる。そのため、複数企業から

収集したデータの分析においては、それぞれの企業の経営理念の内容の相違（e.g. ステーク

ホルダー型経営理念、従業員重視の経営理念など）による影響が混入する可能性が大きい。

こうした経営理念の内容そのものの影響を分析上コントロールできない点に、マクロレベ

ルにおける経営理念の研究の限界がある。加えて、経営理念をマクロレベルで研究する場

合、特定の企業の特定の個人・部署からデータを収集し、それをもってその企業の経営理

念の「値」とみなすことになる。この際、研究者は、同一企業内において経営理念の浸透

度合いが一様であると仮定しているわけだが、実際には、理念の浸透度は職場レベル個人

レベルにおいてある程度の分散がみられる可能性がある。このようなミクロレベルにおけ

る分散の影響を考慮できない点もまた、マクロレベルの研究の限界といえる。 
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７ 仮説の構築 

以上を受けて、本研究では、企業側による心理的契約不履行と従業員の離職との関係に

対して、経営理念の浸透がどのような調整作用を及ぼすのか、ということを検討する。そ

の際、今日多くの日本企業が採用しているステークホルダー型経営理念の、ミクロレベル

における浸透に注目したい。 

Rousseau（1995）によれば、従業員は、人事考課や処遇に関わる人事制度や上司・経営者

の振る舞いなど様々な情報をもとに、自らと組織との間の契約内容について理解しようと

する。Rousseau（1995）は、このように組織側の情報を伝え、従業員の心理的契約の形成に

影響を与える要因を契約の形成要因（contract maker）と呼ぶ。現実の組織には、多くの契約

形成要因が存在し、組織と従業員との契約内容に関する組織側の意図を伝える役割を果た

す。Rousseau（1995）によれば、経営理念もまた、そうした契約形成要因の 1 つに他ならな

い。経営理念は、もともとは経営者や創業者との信念や心情であったものが、明文化され

公表され、組織内で共有されたものであり、その内容は必ずしも組織と従業員の関係に限

定されない。その意味で、従業員にとっては、個別の人事制度などに比べると広範かつ抽

象的な情報といえよう。とはいえ当該企業で重視される価値観を文章化したものである以

上、経営理念には従業員と組織との契約に関する情報が少なからず含まれている。このよ

うに心理的契約と経営理念は、相互に密接な関係にあると考えられるが、これらの関係に

ついて実証的に検討した研究はみられない。 

以下では、本研究における仮説の構築を試みる。本研究ではまず、組織側による契約不

履行と従業員の離職意図との関係について検討する。多くの先行研究が示すように、日本

企業においても関係的契約および取引的契約の不履行それ自体は、従業員にとって明らか

にネガティブな情報である（服部, 2011）。したがって、したがって、以下のような仮説が導

かれる。 

 

仮説 1a: 関係的契約の不履行の知覚は、従業員の離職意図を高める。 

仮説 1b: 取引的契約の不履行の知覚は、従業員の離職意図を高める。 

 

 次に、経営理念の効果に注目する。先行研究が指摘するように、経営理念は、従業員の

仕事行動への動機付けを高め、組織へのコミットメントを高めるという、内部統合機能を

有すると考えられる（北居・松田, 2004; 田中, 2006）。ただ、先行研究でも指摘されてきた

ように、経営理念の存在そのものが内部統合をもたらすのではなく、それが職場へと浸透

することが必要になる。松岡（1997）によれば、経営理念の浸透は、理念の存在を知って

いるという最も浅いレベル（認知）から、それを自分の言葉としていうことができるレベ

ル（解釈）を経て、理念の実際の行動に落とし込むという最も深いレベル（行動への落と

し込み）へといたる段階的なものとしてとらえられる。このうち経営理念の存在を知って

いるという認知レベルについては、実際に経営理念の浸透を図る多くの企業や職場におい
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てすでに実現していると考えられる（高尾・王, 2011）。これに対して、解釈や行動への落と

し込み浸透は容易には達成されない。ただ、多くの研究者が指摘するように、経営理念が

実際的な効果を持つためには、単にそれを「知っている」という表層的なレベルではなく、

より深いレベルで浸透する必要があるだろう（北居・田中, 2009; 高尾・王, 2011）。 

以上より、経営理念の浸透が解釈レベルおよび行動への反映レベルに達している場合に

は、従業員の離職意図が低減すると予想される。 

 

仮説 2a: ステークホルダー型経営理念の浸透（解釈）は、従業員の離職意図を低減

させる。 

仮説 2b:ステークホルダー型経営理念の浸透（行動への反映）は、従業員の離職意

図を低減させる。 

 

 最後に、契約不履行と離職意図の関係の調整要因としての、経営理念浸透について検討

する。Rousseau（1995）がいうように、現実の組織には、実に多くの契約形成要因が存在し、

組織と従業員との契約内容に関する組織側の意図を伝えている。その際、複数の契約形成

要因は、相互に一貫した情報を従業員に対して送っていることが望ましい（Rousseau, 1995）。

例えば、経営理念において「従業員の尊重と和」が謳われているにもかかわらず、人事評

価において極端な成果主義が徹底され、低い業績評価を受けた従業員が次々と解雇された

場合、経営理念と人事評価という 2 つの要因間に明らかな矛盾が存在することになる。  

 ステークホルダー型経営理念は、市場競争力を通じた株主価値と顧客満足の向上といっ

た、外部ステークホルダーとの関係を強調する。そうした経営理念が解釈レベルさらには

行動への落とし込みレベルで浸透しているということは、社員一人ひとりがその意味内容

を自分なりに解釈しており、その経営理念に沿った行動が組織内において反復してみられ

ることを意味する（高尾・王, 2011）。これは、従業員からみれば、当該組織において関係的

契約以上に取引的契約が重視されるという情報として受け取られるだろう。そのため、ス

テークホルダー型経営理念がすでに浸透している場合、関係的契約の不履行は企業が提示

する方向と一貫した情報として受け取られることになる。そのためこの場合、契約不履行

が離職意図に対して与える正の影響は軽減されると考えられる。 

 

仮説 3a:ステークホルダー型経営理念の浸透（解釈）は、関係的契約の不履行と離 

    職意図との正の関係を軽減する。 

仮説 3b: ステークホルダー型経営理念の浸透（行動への反映）は、関係的契約の 

不履行と離職意図との正の関係を軽減する。 

 

ステークホルダー型経営理念が取引的契約を重視するという情報として受け取られると

すれば、そうした契約の不履行は経営理念と明らかに矛盾する。したがって、ステークホ
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ルダー型経営理念の浸透は、取引的契約の不履行の影響を軽減せず、むしろそれを増長す

るだろう。 

 

仮説 3c: ステークホルダー型経営理念の浸透（解釈）は、取引的契約の不履行と 

    離職意図との正の関係を増長する。 

仮説 3d: ステークホルダー型経営理念の浸透（行動への反映）は、取引的契約の 

不履行と離職意図との正の関係を増長する。 

 

Ⅲ 方法 

 

１ 調査対象 

上記の仮説を検証するために、本研究では、製薬企業 Z 社に所属する 6,380 名の従業員を

対象とする質問票調査を実施した。医薬品産業は、高度成長期からバブル期、さらにはそ

の後の平成不況期にかけて、医療行政の下で比較的安定した経営を行なうことができた、

いわゆる規制産業である。そのため、他の産業が組織のリストラクチャリングに着手する

中、製薬企業は雇用保障をある程度維持することが出来た（西島, 2006; 溝上, 2007）。とこ

ろが、近年、このような状況に変化が生じている。巨大外資系企業の市場参入、厚生労働

省による医療費削減を目的とした政策転換、とりわけジェネリック医薬品の普及促進政策、

大手メーカーの主力薬品の特許が同時期に切れるといういわゆる 2010 年問題、さらにはこ

れまで医薬品を扱ってこなかった兼業メーカーによる参入をうけて、医薬品産業の業界再

編が始まっている（西島, 2006; 溝上, 2007）。こうした変化を受けて、これまで規制産業で

あるといわれてきた医薬品産業においても、他の多くの日本企業と同様、業績評価制度と

雇用保障をはじめとする人事制度の見直しが行われている（井上, 2002）。こうした変化に

よって、医療情報担当者（以下、MR）を中心とした雇用の流動化が促進され、中途採用者

の雇用や社員の群別管理が不可避な状況となっている。 

Z 社では、こうした事態に対処するために、経営理念の明確化とその浸透を図っている。

Z 社が採用した経営理念は、「価値」「社会的使命」および「行動規範」の 3 つのレベルから

構成される 4)。「価値」は、Z 社の社会的な存在価値を表したものであり、最先端の医薬品

技術によって、人々の健康の増進に寄与することをうたったものである。こうした抽象的

な企業価値を具体化し、企業としてどのような役割を果たすべきか、ということを表した

ものが「社会的使命」である。Z 社が顧客・株主・社会から高い信頼を獲得し、社会から選

ばれる企業となること、そのために従業員は、会社に競争優位をもたらす高い付加価値や

成果を提供することを求められているのであり、それが人事評価の対象となることが強調

されている。最後に「行動規範」は、「価値」や「社会的使命」を実現するために、従業員

一人ひとりが具体的にどのように行動するべきかを説いたものであり、3 つのレベルの中で

最も具体的な内容となっている。ここでもまた、高い競争力を維持し、顧客の要求に応え
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続けるために、絶えざる自己革新を通じて高い成果と新しい価値を提供しつづけることが

強調されている。個々の職場において、従業員がこうした行動規範を日々実践することで

企業としての「社会的使命」を実現し、ひいては社会的な「価値」をもつ企業となること

を目指すということが、Z 社の経営理念の基本的な構造である。これは、ステークホルダー

型経営理念の典型といえよう。 

ただ、数千名の正社員を抱え、全国 80 以上の事業所・営業所をもつ Z 社においては、経

営理念の浸透に対する取り組みが必ずしも一様ではない。経営理念の浸透に熱心な事業

所・営業所長のもとでは、現場の従業員への理念の浸透が進んでいるが、一方で一部の事

業所・営業所においてはそれが必ずしも徹底しておらず、職場ごとに理念の浸透度に関し

てかなりの分散が存在するようである 5)。 

 

２ 調査手続き 

質問票調査の手続きは以下のとおりである。まず、2008 年 7 月 18 日（t1）に、Z 社の社

内サーベイシステムを通じてすべての正規社員に対して質問票を配布・回収した。この時

点での返答は、3,789 名 （返答率は 59.4%） であった。およそ１年後の 2009 年 7 月 28 日

（t2）、同様の手続きで全正規社員に対して質問票を配布・回収した。ここでの返答は、3,926

名 （返答率は 61.3%）であった。t1 および t2 のいずれの調査においても解答した従業員は、

2,514 名 （全社員の 39.2%に相当）であった。次に、Z 社の人事データにより、これら 2,514

名の従業員が所属する事業所・営業所を特定した。少なくとも 4 名の回答者が存在しない

事業所・営業所については分析データから除外し、最終的に、82 の事業所・営業所に所属

する 2、438 名を分析対象とした。回答者の t1 における平均年齢は 39.81 歳 （標準偏差は

8.716）、平均勤続年数は 12.46 年 （標準偏差は 9.14）であり、前サンプルの 17％が女性で

あった。 

  

３ 測定尺度 

経営理念の浸透 

t1 において、経営理念の浸透を測定した。認知・解釈・行動への反映といった、経営理

念の浸透に関する定番尺度は存在しないため、先行研究（e.g. 松岡, 1997; 野林・浅川, 2001）

に基づくオリジナルの項目を作成した。認知は、「職場のメンバーはこの会社の経営理念を

よく知っている」「職場のメンバーは、会社の経営理念を他者に対して説明することができ

る」といった 3 項目 （α=0.908）、解釈は「私の職場では、アステラスの経営理念を具体的

に落とし込み解釈している」「職場で経営理念についての共通認識がある」といった 3 項目 

（α=0.88）、そして行動への反映は、「私の職場では、経営理念にそった行動をとる事が重要

視されている」「職場のメンバーは、経営理念に合わない行動を慎むようにしている」とい

った 3 項目（α=0.506）が含まれる。9 項目それぞれについて、回答者が所属する職場の特

徴を表している程度を、1（全くそう思わない）から 5（全くその通り）の 5 点リカートス
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ケールで測定した。分析においては、認知・解釈・行動への反映のそれぞれの平均値をと

ったものを使用する。 

 

心理的契約の不履行 

 t1 において、従業員が知覚する、組織側による心理的契約の不履行を測定した。測定は、

服部（2011）の日本語版心理的契約尺度を用いた。「キャリアの道筋の提示」「業績に応じた

賃金」といった組織の義務 24 項目について、組織側がその義務を実際に守っている程度を

1（全く守っていない）から 5（しっかりと守っている）の 5 点リカートスケールで測定し、

そのスコアを逆転させた。 

このようにして得られた 24 項目について、探索的因子分析を実施した分析の結果、2 つ

の潜在因子が抽出された。第一因子には、「キャリアの道筋の提示」「人間関係の良好な職

場」といった項目が負荷した。これは Rousseau（1995）のいう関係的契約に相当する（α = 0.89）。

第二因子には、「業績に応じた賃金」「高い賃金」といった項目が負荷しており、これは

Rousseau（1995）のいう取引的契約に相当すると考えられる（α = 0.83）6)。分析においては、

関係的契約・取引的契約のそれぞれの平均値をとったものを使用する。 

 

離職意図 

t2 において、契約不履行と経営理念の浸透によって規定される離職意図を測定した。先

行研究に基づき（Guzzo et al., 1994; Bunderson, 2001）、「私はこの会社にずっと勤めていた（逆

転）」「機会があれば他の会社に転職してみたい」「今までに、一度はこの会社を辞めること

を考えた事がある」の 3 項目を作成した。それぞれについて、1（全くあたはまらない）か

ら 5（全くその通り）の 5 点リカートスケールで測定し、それらの平均値をとったものが離

職意図変数である（α=0.80）。分析においてはこれらの項目の平均値をとったものを使用す

る。 

 

その他の変数 

上記の変数以外に、回帰分析におけるコントロール変数として、従業員の性別、勤続年

数、職位を測定した。性別は男性であれば１女性であれば 0、職位は管理職であれば 1、非

管理職であれば 0 をとるダミー変数である。  

 

４ 分析モデル 

経営理念の浸透に関する従来の研究においては、調査単位を（1）個人レベル （松岡, 1997）、

あるいは（2）組織・集団レベル （野林・浅川, 2001; 北居・松田, 2004）のいずれかに設定

し、それぞれのレベルにおける変数間の関係を最小二乗法（Ordinary Least Squares: OLS）に

よって推定するという方法がとられてきた。ところが本研究のように、収集されたデータ 

（Z 社の全従業員）内に複数の集団（e.g. 営業所や事業所など）が確認され、それらの集団
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内で何らかの均質性・類似性が存在する（e.g. ある事業所では理念がよく浸透しているが、

他の事業所ではあまり浸透していない）可能性がある場合、サンプル間の「独立性」を前

提とする最小二乗法（Ordinary Least Squares: OLS）による推定には、問題があることが指摘

されている（Hox and Kreft, 1994; 鈴木・北居, 2005）。  

このような集団化されたデータ（nested date）を分析するために、本研究では、階層線形

モデル（Hierarchical Linear Modeling; HLM）を採用する。階層線形モデルでは、データに存

階層構造が存在すること（e.g. 個人レベルと集団レベル）を仮定したうえで、それぞれの変

数間の影響関係を、それぞれの変数のレベルを維持したままで推定することができる

（Goldstein, 1995; Raudenbush et al., 2004）。本研究において集団レベルの変数として用いる

のは、経営理念の浸透に関する 3 つの変数である。これらの変数を集団レベルの変数とし

て集約可能かどうかを確認するために、集団内の合意度を級内相関（Inter Class Correlation）
7)により確認した。集団における個々のサンプル間の合意の程度を表す ICC（1）は、認知が

0.257、解釈が 0.331）、行動への反映が 0.446 であった。これらの結果から、理念浸透に関

する 3 つの変数を、ともに集団レベルの変数として取り扱うことが妥当であることが確認

された。 

本研究では、図 1 のような分析モデルについて推定を行う。被説明変数は、従業員の離

職意図であり、これは個人レベルの変数である。説明変数のうち、関係的契約／取引的契

約の不履行は個人レベル、理念浸透にかかわる 3 つの変数は集団レベルの変数である。 

 

図 1 分析モデル 

 

                                             

                                            仮説 2a / 2b 

 

                           仮説 3a / 3b 

                                                                 集団レベル  

個人レベル 

    

仮説 1a / 1b 

                           

Ⅳ 結果 

 

投入変数の平均値、標準偏差および変数間の相関係数を記載したものが表 1 である。 

 表 2 は、離職意図を被説明変数とした階層線形モデルによる分析の結果を示したもので

ある。階層線形モデルでは、まず Null モデルと呼ばれる説明変数を用いないモデルによる

推定を行う。Null モデルにおいて、集団間誤差（U00）の分散のカイ二乗検定が有意である

関係的／取引的契約の不

履行 

経営理念の浸透 

(1) 認知 

(2) 解釈 

(3) 行動への反映 

離職意図 
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ことは、非説明変数について、集団間における分散が存在することを意味する。表 2 から

わかるように、離職意図の集団間誤差の分散は有意であり、この変数が集団レベルの要因

によって説明される部分を有することが分かる。 

仮説 1a および 1b は、心理的契約不履行（関係的契約／取引的契約）が離職意図に対して

与える主効果についてである。表 2 によれば、関係的契約の不履行（γ04 = 0.31, p < 0.01）も

取引的契約の不履行（γ05 = 0.20, p < 0.01）も、ともに離職意図に対して有意な影響を与えて

いることが分かる。これは、組織側による契約不履行が、従業員の態度・行動に対してネ

ガティブな影響を与えるという先行研究の結果と一致する（Zhao et al. 2007）。以上より、

仮説 1a および 1b を支持が支持されたといえる。  

 仮説 2a および 2b は、経営理念の浸透（解釈／行動へのお反映）が離職意図に対して与え

るマイナスの主効果についてである。表 3 よれば、予想に反して、2 種類の経営理念の浸透、

すなわち解釈（γ7 = 0.15, p = n.s.）と行動への反映（γ8 = -0.32, p = n.s.）は、いずれも離職意

図に対して有意な影響を与えていないことがわかる。職場における経営理念の浸透と個人

の離職意図との間には、直接的な関係が存在しないという結果である。したがって、仮説

2a および 2b は支持されなかった。 

最後に、仮説 3a、3b、3c、3d は、経営理念の浸透（解釈／行動への反映）が、関係的／ 

取引的契約の不履行と離職意図の関係に対して与える交互効果にかかわるものである。

表 2 が示すように、経営理念の浸透（解釈）は関係的契約不履行と離職意図との負の関係

を軽減するが（γ10 = -0.68, p < 0.05）、経営理念の浸透（行動への反映）は契約不履行と離職

意図との関係を調整しない（γ11 = 0.37, p = n.s.）。関係的契約の不履行は、単独では個人の離

職意図を高めるが、経営理念の解釈が職場で共有されている場合には、そうした効果が軽

減されるという結果である（図 2）。したがって、仮説 3a は支持され、仮説 3b は支持され

なかったといえる。また、経営理念の浸透（解釈）は、取引的契約と離職意図との負の関

係を増長する（γ13 = 0.48, p < 0.05）。これに対して、経営理念（行動への反映）は、取引的

契約不履行と離職意図との関係を調整しない（γ14 = 0.03, p = n.s.）。したがって、仮説 3c は

支持され、仮説 3d は支持されなかったといえる。 
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表 1 投入変数の平均値、標準偏差と変数間の相関係数 

変数 Mean S.D. 1 2 3 4 5 6 7 8 

1. 性別ダミー 

（男性=1、 女性=0） 

0.91 0.28 1        

2. 勤続年数 15.00 8.65 0.08 1       

3. 管理職ダミー 

（管理職=1、 非管理職=0） 

0.38 0.48 0.19 0.57 1      

4. 関係的契約不履行 2.84 0.68 -0.05 -0.02 -0.09 1     

5. 取引的契約不履行 2.77 0.78 -0.02 -0.05 -0.12 0.79 1    

6. 理念の浸透（認知） 3.74 0.44 0.16 0.16 0.22 -0.28 -0.26 1   

7. 理念の浸透（解釈） 3.39 0.40 0.12 0.17 0.20 -0.42 -0.37 0.70 1  

8. 理念の浸透（行動への反映） 3.56 0.38 0.06 0.16 0.17 -0.29 -0.27 0.50 0.60 1 

9. 離職意図 2.55 0.89 -0.08 -0.08 -0.12 0.25 0.25 -0.20 -0.23 -0.24 

注; サンプルサイズは、個人レベルが 2,438、集団レベルが 82 である。ここでは、集団レベルの変数である理念の浸透（認知・解釈・行動への反

映）を個人レベルの変数へと変換したうえで、平均値や標準偏差、相関係数を計算している。表中で、相関係数が 0.062 以上のものが、5％水準で

統計的に有意である。  
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表 2 階層線形モデルによる推定の結果 

Note: *** p < 0.01, ** p < 0.05, * p < 0.10 

    離職意図（関係的契約） 離職意図（取引的契約） 

  Null モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 1 モデル 2 モデル 3 

定数項 γ00 1.66 *** 2.65 *** 2.56 *** 2.56 *** 2.66 *** 2.65 *** 2.56 *** 

性別ダミー（男性=１、女性=0） γ01 -0.17 ** -0.16 ** -0.16 ** -0.19 ** -0.18 ** -0.18 ** 

勤続年数 γ02 -0.01 ** -0.01 ** 0.01 ** -0.01 ** -0.01 * -0.01 ** 

管理職ダミー γ03 -0.13 ** -0.15 ** -0.15 ** -0.17 *** -0.19 *** -0.19 *** 

関係的契約不履行 γ04 0.35 *** 0.35 *** 0.31 *** 0.02 ***    

取引的契約不履行 γ05     0.02 *** 0.20 *** 

理念の浸透（認知） γ06  -0.10  -0.10   -0.10  -0.10  

理念の浸透（解釈） γ07  0.15  0.15   0.14  0.14  

理念の浸透（行動への反映） γ08     -0.32 * -0.32 *   -0.32 * -0.31 * 

関係的契約不履行 × 理念の浸透（認知） γ09       -0.09        

関係的契約不履行 × 理念の浸透（解釈） γ10       -0.68 **       

関係的契約不履行 × 理念の浸透（行動

への反映） 

γ11       0.37        

取引的契約不履行 × 理念の浸透（認知） γ12            0.06  

取引的契約不履行 × 理念の浸透（解釈） γ13            0.48 ** 

取引的契約不履行 × 理念の浸透（行動

への反映） 

γ14            0.03  

τ00 0.01 ** 0.03 *** 0.02 ** 0.02 ** 0.03 *** 0.02 ** 0.02 ** 

σ2 0.21 0.72  0.73  0.75  0.74  0.75  0.76  
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図 2 関係的契約不履行と経営理念の浸透（解釈）の交互効果 

 

 

 

図 3 取引契約不履行と経営理念の浸透（解釈）の交互効果 

 

Ⅴ 考察と結論 

 

本研究の目的は、企業側による心理的契約不履行と従業員の離職意図との関係に対して、

経営理念とりわけステークホルダー型経営理念の浸透がどのような調整作用を及ぼすのか、

ということを検討することであった。 

経営理念の浸透が離職意図に対して直接的な影響を持たないという発見事実は、経営理

念が外部適応機能と内部統合機能をもつとする先行研究（北居・松田, 2004; 田中, 2006）の

主張と対立するようにもみえる。ただ、本研究の発見事実は、経営理念がこうした機能（と

りわけ内部統合機能）を持たないというよりは、その機能が先行研究の想定以上に間接的

であった、という形で理解するべきだろう。当該企業で重視される価値観を文章化した経
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営理念は、従業員からすれば、個別の人事制度などと比べて広範かつ抽象的な情報といえ

る。そのため、いったん職場に浸透した経営理念であっても、それがそのまま従業員の態

度・行動に対して影響を与えることはなく、従業員自身がそれに関わる具体的な情報に接

し、その理念についての理解を深めてはじめて、態度・行動に影響するようになるのでは

ないだろうか。北居（1999）はこれを「理念の浸透によって理念に従った行動が生まれる

のではなく、むしろ活動を通じて理念への理解が変化していく」（p. 43）と表現している。

本研究の文脈に引きつけて、このことを考えてみよう。従業員は、仕事活動の中で、企業

側による契約の履行に関わる様々な情報に接する（Rousseau, 1995）。その際、すでに職場に

経営理念が浸透しており、それが具体的な言葉として解釈されていれば、それは従業員に

とって契約履行を評価する際のレファレンスポイントとなりうるだろう。関係的契約の不

履行はそれ自体では従業員にとって好ましくない情報であるが、ステークホルダー型経営

理念の浸透が時間的に先行する場合、それは企業からの情報の一貫性として受け取られる

だろう。その結果、契約不履行が与えるマイナスの効果が軽減すされるのではないだろう

か。これに対して取引的契約の不履行については、それがステークホルダー型経営理念と

一貫した情報ではないため、理念の浸透が離職意図をむしろ高めるように作用すると考え

られる。少なくとも本研究の結果からいえば、経営理念は、従業員の行動に直接的に影響

えるというよりは、契約不履行のような重大な事態に際して、それを評価するレファレン

スポイントとして機能するといえそうである。そして、経営理念が伝える情報が、他の情

報（e.g. 契約の履行に関する情報）と一貫している限りにおいて、それは従業員を組織へと

結びつける（すなわち内部統合の）機能を果たすと考えられる。今後の経営理念の浸透研

究において重要なのは、理念の浸透度やそれを高める浸透策に加えて、経営理念が与える

情報が他の情報源から発せられる情報と一貫したものであるか、という視点になるだろう。 

 本研究の結果は、企業の心理的契約の不履行や変更に関して、重要な実践的インプリケ

ーションをもつ。欧米企業がそうであったように日本企業においても、組織による契約不

履行や変更がある程度やむをえないことだとすれば、重要なのは、その影響を最小化しつ

ついかにそれを実施するかということになる。本研究の結果から得られるインプリケーシ

ョンは、組織が発する情報の一貫性こそが重要だということである。契約不履行は、それ

自体では、従業員と組織との関係にとってマイナスの影響を与える。ただし、それが先行

する経営理念の内容と一貫している場合、そのマイナスの影響が軽減される。したがって

ある契約の不履行・変更をせざるを得ない場合には、それと経営理念などそれと一貫した

情報を事前に提供する必要がある。 

上記のような貢献がある一方で、本研究には限界もある。経営理念が従業員の態度・行

動に直接の影響を与えないこと、それが契約不履行の影響を調整するといった結果は、す

べての経営理念に共通するものではなく、ステークホルダー型の経営理念に特有の現象で

ある可能性がある。情報の一貫性という観点からすれば、経営理念からすれば、経営理念

の内容が異なれば、当然、契約不履行とその成果への影響も異なったものとなるはずであ
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る。こうした点については、今後の研究によって明らかにする必要がある。 

 

文末脚注 

1)  なお、1982 年の調査は住友生命保険相互会社による「現代企業の社是・社訓調査」（1982 年 3 月実施）、

2004 年の調査は社会経済生産性本部による「ミッション・社是社訓の活用についての調査」である。

ただし、ここで紹介した各調査の質問項目および報告されている内容の文言は、必ずしも一致してい

るわけではない。したがって、ここでの考察は厳密なものとはいえない。 

2) 北居・松田（2004）は、経営理念の機能として「外部適応機能」と「内部統合機能」の２つをあげた

うえで、「外部適応機能」を「会社活動の正当化機能」と「環境適合機能（これはさらに、「適合・存

続機能」と「活性化機能」）とに分解される」、「内部統合機能」を「成員の動機付け機能」と「成員統

合機能」とに分解している。本研究においては、議論の単純化のため、「外部適応機能」と「内部統合

機能」の二分類を使用する。 

3) とはいえ、経営理念の浸透に関するミクロレベルの研究がおこなわれていないわけではない。たとえ

ば、金井や松岡の一連の研究（金井・松岡・藤本, 1997; 松岡, 1997; 金井・鈴木・松岡, 1998）では、

インタビューによる丹念な調査から、経営理念の浸透メカニズムやその効果に関する結果が報告され

ている。 

4) 匿名性を担保するため、オリジナルの意味を損なわない範囲で、文言の修正を行っている。 

5) Z 社の人事担当者への聞き取りとりに基づく。 

6) 紙幅の都合で、探索的因子分析の結果の掲載は省略する。詳細は、服部（2011）を参照されたい。 

7) ICC は、分散を集団間の違いによる分散と集団内の違いによる分散に分解し、それぞれの分散を比較

することによって、集団内での一致度を求める指標である。一般に、ICC（1）については 0.12 程度で

あれば、その変数を集団レベルのものとして集約することが可能であるといわれている（鈴木・北居、 

2005）。 
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